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I はじめに
現代資本主義における流通過程の基本的性格は一言でいえば，自由競争下
でみられたように商業資本が産業資本から自立化して商品価値の実硯を社会
的集中的に代位するのではなく，独占資本ないしは金融資本が国家機構とむ
すびついて実質的に直接無媒介に市場に進出し，それを支配しながら商品資
本の姿態変換機能をおこなっていることである。かくのごとき，現代流通経
済の基本的闘識を定立するうえで，多大の貢献をされた諸論者の筆頭に森下
二次也氏をあげることに異論をさしはさむ者はほとんどいないものとおもわ
れる。周知のように，森下氏はマルクス経済学の立場から，マルクスの『資
本論』やレーニンの『帝国主義論』はもちろんのこと， ヒルファデイングの
『金融資本論』の流通経済分析の箇所やさらにハインリックスたちの『独占
的商業の理論』などもふまえられ，そのうえに氏独自の分析を随所に編りこ
みつつ非常に精緻な現代流通経済論，氏流に表現すれば硯代商業経済論を構
築された。それ以後，森下氏の理論に基本的に立脚しながら，多くの論者に
よって硯代流通経済論のさらなる展開がこころみられている。それゆえに，
森下氏の考え方は現代流通経済論のいっそうの発展のための出発点であり，
その基礎に位置しているといえよう。別のいい方をすれば，マルクス経済学
の立場から現代流通経済論の深化・発展をはかろうとする場合，森下理論の
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検討・評価をぬきにしてはそれを十分になしえないといってもけっして過言
ではなかろう。
ところで，わたくしも現代流通経済論の深化・発展にいくばくかの貢献が
できればとおもい， かつて氏の所説を部分的に検討したことがあるけれど
も，氏の現代流通経済の考え方の全体について取扱ったことはなかった。本
稿では，上記のように現代流通経済の基礎理論的解明におおいに寄与されて
いる森下氏の考え方の全体像をできるかぎり忠実に紹介しながら，それにた
いして若干の私見なりコメントなりをさしはさむというかたちで，いわば覚
書風に記述しようとおもう。なお，いうまでもなくわたくしの考え方は基本
的には森下理論に足場をおき，その延長線上にある考え方である。したがっ
て，氏の考え方にたいする若干の疑義といえども，基本的な理論枠組の一致
を前提にしたものである点をまずはじめにおことわりしておきたい。
Il 森下氏の硯代商業経済論の体系
森下氏は主著『現代商業経済論』（有斐閣）を 1960年に刊行され，氏の考
え方を世にとわれた。そこにおいて，氏も「独占段階の商業資本も資本主義
的商業資本であり，資本主義的商業資本とその基本的性格を共通している。
それ故ここで独占段階の資本主義的商業資本の問題をとりあげるにあたって
も，当然第一部での分析のうえにたって，そこで前提されている自由競争の
条件が独占に転化したとき，それによって資本主義的商業資本のどこがどう
変わるのかを検肘するという方法に訴えなければならない」（改訂版， 有斐
閣プックス， 1977年， 179~180ページ。以下での引用はこの版をもちいる）
といわれているように，現代流通といえども，もちろんその基礎には資本主
義の自由競争下において発現した商業資本の自立化の法則が作用する余地を
なおのこしているし，さらに抽象すれば商品流通一般に作用する法則も存続
している。だから，氏の現代商業経済論の検討のためには，本書全体を対象
にしなければ十分とはいいがたい。しかしながら，以下では現代流通経済と
硯代流通経済論の基礎視角 (I) （加藤） （379)67 
直接にかかわっている第2部，独占段階の資本主義的商業資本の箇所に対象
を限定して，そこで展開されている氏の主張の骨子を紹介しながら，それに
私なりのコメントなり疑義なりを若干呈示するというかたちで議論をすすめ
ることにしたい。
(1)現代商業経済論の理論構成
『硯代商業経済論』第2部の篇別構成は，第6章商業資本の量的変化，第
7章商業資本の排除，第8章商業資本の質的変化，第9章配給過程の成立と
なっている。この篤別構成からわかるように，氏は資本主義の独占段階にお
ける商業資本の変化を量的変化と質的変化の二様にとらえられている。論述
形式からみれば，第7章商業資本の排除は商業資本の量的変化と質的変化の
中間に位置づけられているが，しかし第8章の冒頭において「これまで資本
主義の独占段階における商業資本の量的変化にもっぱら目をそそいできた」
(251ページ）と記されていることからあきらかなように，商業資本の排除は
商業資本の量的変化の一形態としてとらえられている。だが，このような氏
(1) 
の位置づけには賛成できないところがある。もちろん，商業資本の存在が形
式的にも実質的にも否定され，産業独占が直接販売する商品流通形態として
の商業資本の排除は，自立的商業資本の量的縮小という側面をもっている。
だが，他面では氏において産業独占の直接販売としてだけとらえられている
商業資本の排除は，商業資本としての存立の可能性がまだあるにもかかわら
ず，産業独占の利潤追求のために外的強制的にその存立が否定されることで
あり，自由競争下で支配的だった商業資本の自立的媒介というかたちでの商
品流通の担当形態から，独占的生産者による商品流通の直接無媒介の担当形
態という別のものへの質的変化という側面をももっている。このように商業
資本の排除は，自立した商業資本の変化という視点からみればその量的収縮
であるが，他面商品流通の遂行形態の変化という視点からみれば商業資本の
（1) 加藤義忠「直接販売と系列化」関西大学「商学論集」第21巻第2号， 21ペー
ジ。
68(380) 第 27巻第 4 号
媒介的形態から産業独占による直接無媒介の形態への質的転化であるという
両側面をあわせもっている。それだけにとどまらない。独占の形成によって
もたらされる商品流通の自生的消減を基礎とする商業資本の収縮も，たんに
自立的商業資本の量的変化としてだけではなく，自立的商業資本による商品
流通の媒介的遂行形態からその遂行形態の死減という商品流通形態上の質的
変化としても把握されなければならない。他方，氏によれば自立的商業資本
の質的変化としてだけとらえられている商業独占も，その発展のなかでその
自立性をみずから放棄し，金融資本による商品流通の遂行形態へとさらなる
質的変化をとげるのであるが，これを自立的商業資本の変化という視的から
みれば量的変化としてもとらえられる。また，商業資本の従属化もそれ自休
の消減という量的変化の可能性を内包した質的変化であり，商業資本の系列
化も私見によれば後述のように商業資本の排除の一形態なのであるから，産
業独占の直接販売のように質的変化だけではなく量的変化でもある。
以上のように，商業資本のそれぞれの変化にはたんに一方の量的変化だけ
ではなくつねに他方の質的変化もふくまれているものであるので，氏のよう
に商業資本の変化を量的変化としてしかあらわれない事象と質的変化として
しかあらわれない事象に二分割して把握される点には若千納得できないとこ
ろがある。しかも，氏の場合，このような商業資本の変化の把握の仕方を基
準にして篇別構成がなされている。つまり，自立的商業資本の量的変化をま
ずのぺ，つぎにその質的変化に目をてんじ，最終章にて独占段階の流通過程
の総括的把握をおこなうという順序で論述されている。しかし，叙上のごと
く商業資本の変化には質量両面の変化があるとすれば，氏とは別の論述方式
もかんがえられうるのではなかろうか。わたくしの考え方によれば，独占段
階における商業資本の変化を商品流通の遂行形態面での質的変化を基軸にし
て把握し，商品流通の遂行上においてはたす役割を基準にして篇別構成すべ
きであろうとおもわれる。たとえば，この基準にしたがって篇別構成を考え
れば，およそつぎのような順序で説明されることになろう。まず，独占段階
における商品流通それ自体の変化をあきらかにし，これを基礎としてつぎに
硯代流通経済論の基礎視角 (I) （加藤） （381)69 
商品流通の消減に起因する商業資本の死減を説き，つづいて独占段階におい
て商品流遥の中軸的な担当形態としての商業資本の排除とその具体的形態と
しての産業独占の直接販売や商業資本の系列化の考察をおこなう。そして，
つぎに商品流通の副次的な担当形態としての商業独占やその展開について分
析し，そのあとで産業独占や商業独占や金融資本による商業資本の従属化に
ついて論述し，さらにこれらの独占資本の市場支配にたいする国家の役割に
ついても言及する。最終章にて，独占段階における流通過程を総括的に規定
しながら，他面ではそのなかに形成されつつある対立的要因をも析出する。
かくのごとく，森下氏の篇別構成にも若干納得できないところがある。内
容によって形式が規定されるだけでなく，逆に形式によって内容が規定され
る面のあることもいなめないが，しかしより重要なことはその形式のなかに
どのような内容がもりこまれているかである。そこで，わたくしも氏の主張
の中味の吟味にとりかかることにしよう。
(.2）商業資本の量的変化
資本主義は自由競争段階から独占段階に必然的に移行するが，この独占段
階の基本的経済法則は自由競争段階のそれとことなる。「したがって資本主
義の独占段階においては商業資本もまた当然いくつかの重要な変容をうけざ
るをえない」 (179ページ）。森下氏はまずはじめにかくのごとくにのべられ，
独占段階の資本主義的商業資本の変化のうちの量的変化から考察されてい
る。氏の主張にしばらく耳をかたむけることにしよう。
① 商業資本と流通資本
独占段階において，商業資本量は膨脹ないし収縮という2つの正反対の方
向に変化する。もちろん，実際上は両方向が差引されて，いずれか一方向だ'
けの結果が現象するけれども， 一方向だけに目をうばわれることなく， 「膨
脹と収縮との双方的な変化に注目しなければならない」 (180ペー ジ）。 もう
1つ注意すべきことは，商業資本の量的変化をつねに流通資本の量的変化と
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の関連においてとらえなければならないという点である。けだし，商業資本
は流通資本の自立化形態だからである。「以下では商業資本の増減をひとま
ず渚勢的な傾向としてとらえる。つまり商品の販売は一応商人の手によって
おこなわれるものと仮定し，したがって商業資本の量的変化に原則としてし
たがうものと考える。この仮定はそのまま現実に一致しないけれども，許さ
れる仮定であり，必要な仮定である」 (181ペー ジ）。
みられるように，森下氏は商業資本の量的変化を流通資本の量的変化との
関連において分析されなければならないといわれてはいるが，しかし両資本
をひとまずきりはなし，独占段階における流通資本の質的ないし量的変化を
まず基礎的に分析されるのではなくて，流通資本の社会的集中的な媒介形態
としての商業資本の量的変化の分析を軸としながら，それに対応する浩勢的
傾向として流通資本の量的変化を把握されている。•このような自立的商業資
本を基準としてその変化をみるという分析手法は，まえで若千問題とした氏
の篇別構成ともふかく関連したものであり，それは氏の本著の題名が『現代
流通経済論』ではなく『現代商業経論』というふうになっている点にもあら
われている。しかしながら，資本主義下の商品流通の主要な担当形態は自由
競争下においては自立した商業資本による社会的集中的な媒介的形態であっ
たが，それは独占資本主義下においては独占資本ないし金融資本が市場を支
配しながら担当する直接無媒介的形態に必然的に質的転化をおこなった。こ
のような質的転化を解明するためには，商品流通の担当・遂行形態との関連
をひとまずきりはなし，その基礎となっている商品流通そのものに内在する
質的ないしは量的変化をまず析出し，そのうえにたって独占段階における商
(2) 
品流通形態の分析へ進まなければならない。このような分析手順にしたがえ
ば， 氏が「この仮定はそのまま硯実に一致しないけれども」（同上）という
ようにわざわざことわりがきをされなくとも，独占資本主義下の商品流通そ
のものに生じた変化をその担当形態がどのようなものになるかにいちおうか
(2) わたくしは拙稿「独占資本主義と商業資本の存立根拠」同上誌， 第20巻第3.
4•5 号において，このような手順で分析をおこなった。
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かわりなく，純粋なかたちで析出しうるのではなかろうか。
うえのことからわかるように，氏は若干無理とおもえる手順で考察されて
いるのであるが，しかしこの点をのぞけば，考察されている中味は基本的に
正しいものである。したがって，私の若千のコメントはこの程度にとどめ，
氏の論述のあとをだどることにしよう。
③ 商業資本の浩勢的膨脹傾向
氏はまず商業資本の港勢的膨脹傾向についてつぎのようにのべられてい
る。「独占段階における商業資本の膨脹傾向を招来する一つの重要な要因は，
あきらかに商品の数量と種類の飛躍的な増大である」 (183ペー ジ）。 自由競
争は産業資本の集積集中を促進し，主要産業部門ではごく少数の巨大企業が
強大な支配力を発揮するようになる。このような資本の集中，生産の集積の
過程で，生産される商品の数量が急速に増大する。だが，巨大企業はそれ自
体としては独占ではないが，独占のかくことのできない基礎であり，この基
礎のうえに独占が形成されると，独占はしばしば生産制限をおこなうけれど
も，一般的にはますます生産量はおおきくなっていく。商品の種類について
いえば，資本の過剰が一般的となった独占段階では，資本は新しい投資分野
をもとめて狂奔し，その結果として新奇な商品が無数に導入されることにな
る。生産される商品の数量と種類の増大にもとづくこのような商業資本の膨
脹傾向は，あきらかに独占段階における資本主義的商業資本の量的変化の一
特徴をなすものである。しかも，これは商品の実硯をみずからの専門の機能
とする商業資本そのもののいわば技術的な本性にねざすものであり，正常な
膨脹であって，社会的に必要な分量をこえるものとはいえない。
森下氏は上述のごとくに商業資本の正常な膨脹傾向について主張され，さ
らにつぎのようにつづけられている。ところが，独占段階には商業資本の膨
脹を正常な程度にとどまらせないようないくつかの事情がある。そのもっと
も基本的なものは生産と消費の矛盾の激化である。数量，種類ともに非常に
増大した商品は容易に販路をみいだしえず，その販売時間がながびく。この
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ような傾向は， 商業資本に販売を依存するかぎり商業資本の増大を惹起す
る。しかも，販売が困難になればなるほど販売競争ははげしくなり，それだ
け売買費用は通常の範囲をこえて増大する。この費用の増大もまた商業資本
の膨脹をまねくであろう。そのうえ，独占段階ではまったく機能しないかな
かばしか機能しない商人資本の増大傾向が促進される。この零細商業の増大
は当然社会の流通費用の増大を意味するが，かならずしもそのまま流通資本
の増大をも，ましてや商業資本の膨脹傾向をも意味するものではない。なぜ
ならば零細商業は自立的な商業資本の運動をなすものとはいえないからであ
る。しかし，ここで問題となるのは増加した零細商業に商品を販売する資本
の流通費用の増大である。そしてまた，巨大企業の売買活動に随伴する投機
は過剰資本の寄食先となっている。以上のような要因にもとづく商業資本の
膨脹傾向は，それがかりに硯実化すれば，まさに独占段階における商業資本
の寄生的増大をあらわすことになる。前述の商品の数量と種類の増加にもと
づく商業資本の膨脹傾向は，商業資本の本性からくる技術的契機をふくんで
いるのにたいして， ここでのべた商業資本の膨脹傾向はそれをふくまず，
「すぐれて社会的な傾向であり独占資本主義のもとでの商業資本の膨脹傾向
の腐朽的側面をもっともあらゎに示すところの傾向である」 (188ペー ジ）。
⑧ 商業資本の港勢的収縮傾向
森下氏はこのように独占段階での商業資本の潜勢的膨脹傾向について分析
され，ひきつづいて逆の傾向としての商業資本の浦勢的収縮傾向について，
下記のように2つの要因をあげられて考察されている。すなわち，第1の要
因は，資本の集積集中，生産の集中に対応するところの取引の集中と競争の
排除である。この結果，取引数は生産の集中，売買の集中に対応して減少し
必要な流通費用は絶対的には増大するが，相対的には減少し全体として節約
される。もちろん，単位取引の規模はそれに応じておおきくならなければな
らないが，単位取引あたりの流通費用は規模の増大に比例してはおおきくな
らないからである。しかも，競争が排除され，競争のための流通費用は不要
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となる。しかし，このような節約分の全部が商業資本の収縮傾向となってあ
らわれるわけではない。この節約分には商業資本の自立化にもかかわらず，
なお産業資本に保留していなければならなかった節約分がふくまれているか
らである。だから，商人の産業資本家にたいする売買費用の節約分だけが，
この資本の集中にもとづく商業資本の収縮傾向の要因をなすものである。以
上では，従前の商業資本が大規模化した取引にたえうるものとして考察した
が，しかしかならずしもそうとはいえない。巨大産業資本はそれに相応しい
規模の商業資本の出現を要請することになり，それによってまた商業資本の
社会的必要量が収縮する。以上が氏の指摘される第1の要因であるが，氏は
第2の要因として下記のものをあげられている。
さて，第2の要因は独占体の形成である。カルテルについていえば，まず
生産カルテルによる生産量の制限である。商品生産量が減少すれば，それに
応じて商業資本の収縮傾向が生じるのは当然である。だが，この生産カルテ
ルは不況時にもっとも強く要求されるものであり，好況時にはこの多くのも
のが崩壊する。それゆえに， それによる商業資本の収縮傾向も一時的であ
る。つぎに問題になるのは，カルテルによる競争排除と商業資本の必要量と
の関係である。もちろん，カルテルは競争を排除することによって市場を支
配し，価格を安定させることを目的として結成されるものであるが，これに
よって競争上必要な流通費用は軽減されることになろう。ここで軽減される
競争的流通費用は，カルテル加盟資本の商人にたいする販売上のそれにかぎ
られない。そのうえ，カルテル加盟資本の商品を取扱う商人の自由な競争も
制限されるが，これによって商人の流通費用は縮減され，それだけ商業資本
の売買操作資本は収縮する。さらに，商業資本必要量と高度カルテルとして
のシンジケートとの関係であるが，中央販売機関によってカルテル加盟者の
販売が統一的におこなわれるようになると，当然取引の集中，大規模化がひ
きおこされる。中央販売機関が従前に加盟者が取引していた商業資本とひき
つづき取引関係を維持するとしてもなお，流通費用の節約は取引の集中，取
引数の減少から生じ，その一部は商業資本を収縮せしめうる。しかし，実際
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上中央販売機関はそのうちとくに少数の大規模商業資本との取引に制限しよ
う。大規模商業資本はいっそう大規模となり， 取引はますます少数に集中
し，商業資本はさらに収縮の傾向を強める。それにとどまらない。高度カル
テルにおける競争制限は低度カルテルでのそれにくらべてさらに徹底してい
るので，商業資本の売買操作資本は収縮傾向をしめす。高度カルテルの拘束
力は低度カルテルのそれにくらべてつよめられているとはいえ，独占休とし
ての構成はまだ緩慢である。そこで，これにかわるより強固な企業の結合形
態が生成する。利潤分配カルテルとしての利益共同体から資本的支配を基礎
とするいっそう高度な結合形態としてのトラストヘと発展する。 トラストは
一般に資本支配を基礎とする同種あるいは異種の企業の横断的あるいは縦断
的結合であるが，まず同種企業間に横断的トラストが形成されたとしよう。
この場合，取引の集中，大規模化と競争の排除によって流通費用の節約が生
じ，当然のこととして商業資本の収縮をひきおこす。この関係はだいたいに
おいて，カルテルとくに中央販売機関を有するカルテルの場合とほぼ同じで
あるが，それがよりつめられてあらわれる。さて，縦断的な異種企業の結合
は，元来売買関係によってむすばれていた一連の原料生産者と加工業者との
あいだのそれである。この結合の意図は売買開係において利害対立する立場
を止揚し市場から独立化することにある。諸段階における生産物は市場を通
過することなく，つぎの段階へとひきわたされるが，ここでは売買過程その
ものがまった＜省略される。したがって，ここには商業資本のはいりこむ余
地はまったくい。このように，森下氏は独占段階における商業資本の収縮傾
向を生ぜしめる基本的要因を分析されたあとで，若干の付随的要因として生
産者と消費者の協同組合の発展をあげられている。
以上において，氏は商業資本の収縮傾向について生産と消費の諸事情，と
くに生産の諸事情と閲連させて論述されたが，つぎに商業の内部事情に目を
てんじ， これが商業資本の収縮傾向におよぼす影響について分析されてい
る。氏いわく。競争によって商業資本が集積集中するが，この傾向は独占段
階で産業資本の集積集中が最高度に達すると，いよいよ顕著になる。巨大産
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業資本は自己の規模に相応しい規模の商業資本を要求するからである。これ
はもちろん，全体としての商業資本の必要量を収縮せしめよう。商業の内部
事情にかんしてもう 1つ注意すべき点は商業協同組合の発達であるが，これ
によっても流通費用の社会的節約がなされる。上記の独占段階における諧勢
的な収縮傾向は， 「すべてそこでの生産の社会化に対応するいわば流通の社
会化に基礎をおくものであ」 (201ページ）り，この段階の流通部面における
積極的側面をあらわしている。
④ 商業資本の潜勢的増減と現実的増減
森下氏はかくのようにいわれたあとで，商品流通は原則として商業資本の
媒介によっておこなわれるという仮定をとりはずされ，・商業資本の硯実的増
減について以下のごとくに検討されている。商業資本の渚勢的膨脹傾向にお
いては，この仮定をとりはずせば産業資本家はかならずしも商品販売を全面
的に商人に依存しないということだから，商業資本の潜勢的膨脹傾向はその
まま現実化せず，それだけ差引かれたものが実際の結果としてあらわれる。
ところが，商業資本の渚勢的収縮傾向においては，この仮定をとりはずして
もほぼそのまま現実化するものといえよう。ただし，現実の商業資本の収縮
は正確にその基礎となった社会的流通費用の収縮を反映するものではない。
一方では，現実の商業資本の収縮は流通費用の収縮におよばない。なぜなら
ば，流通費用の収縮は商業資本として自立化しない産業資本の流通費用分に
ついて生じるからである。他方では，流通費用の収縮は商業資本の現実の収
縮におよばない。けだし，流通費用は一部消費者や零細商業に転嫁され，資
本としては収縮するが，社会的費用としてはなお存続するからである。とこ
ろで，商業資本の硯実の収縮が，その浩勢的な収縮傾向の発硯の結果である
かぎり，それはまことに当然の事態である。ここでは商業資本は，その存在
の基礎をうしなうことによって自減するのである。しかし，硯実の商業資本
．の収縮はこのような商業資本の自減にのみもとづくものではなく，商業資本
として存立する社会的根拠がまだあるのに，なんらかの外部の事情によって
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その存立が否定されることによって生ずる商業資本の収縮がこれと結合して
いる。 そして， 「この合成果が商業資本の渚勢的膨脹傾向と相殺されて，そ
の結果として，一方向的な現象としての商業資本の膨脹あるいは収縮が硯実
にあらわれるのである」 (204ペー ジ）。
以上は第6章商業資本の量的変化についての森下氏の論述の概要を紹介し
たものである。すでにのべたように，氏の独占段階における流通経済の説明
の仕方あるいは基礎視角については若干納得できないところがあるけれど
も，商業資本の港勢的な膨脹傾向ないしは収縮傾向としてとらえられている
商品流通そのものにおける変化の分析にかんしては異論をさしはさむ余地は
ない。そこで，つぎに第7章商業資本の排除の箇所の要旨を紹介しながら，
それにたいして若干の私見をのべようとおもう。まず，例にならって氏の記
述の紹介からはじめよう。
(3)商業資本の排除
① 商業資本の収縮と排除
氏はまず下記のごとくにのべられている。資本主義の独占段階では販売の
困難はますます増大し，必要な流通資本もまた急速に膨脹する。流通資本の
圧迫が加重される以上，それを軽減しようとする資本の衝動もまたつよめら
れる。 したがって， 「商業資本は独占資本主義のもとにおいてもなお流通資
本の節約に機能する可能性をもっているといわなければならない」 (219ペー
ジ）。 この点に関連して一言コメントすれば， 氏は商業資本がこの独占段階
でも流通資本の節減の可能性をもっているといわれる場合，かならずしも明
確にのべられているわけではないが，商業資本一般のことが念頭におかれて
いるようにおもわれる。もちろん，ここでの商業資本一般は自由競争下での
商業資本一般ではなく，生産の規模の両極分化に対応するかたちでの商業の
規模の両極分化をうちにはらんだものでなければならない。このことはすぐ
あとでのべられている「独占段階においてもなお多様の独占的，非独占的な
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私的生産者が多様の私的消費者と相対峙して商品販売をおこなっている以
上，商業資本はなお多かれ少かれ自立化の根拠をもっている」（同上）とい
う氏の主張からも若千うかがえるし，また前述のように商業資本の渚勢的収
縮傾向を考察した箇所での「当然巨大産業資本はそれに相応しい規模の商業
資本の出現を要請する」 (191ページ）という記述からも推測できよう。
ともあれ，森下氏はつぎのようにつづけられている。もちろん，独占段階
では自由競争段階にくらべて，商業資本がその役割をはたしうる部面は限定
されているし，その程度もいちじるしく制限されていることはいなめない。
にもかかわらず， 「独占資本は商品の販売において商人依存から脱却しよう
とする強い傾向を示す」 (219ページ）。つまり，商人依存が販売費用節約の
うえでなお意味があるのに，あえて商人依存が回避されるのである。商人依
存が回避され，商人資本が収縮するのは「費用節約以外の原因にもとづく。
そこに支配するのは商業資本を自立化せしめた原理とはまったく異質のもの
である。それはいわば商業資本の他生的収縮である。その意味でこの場合に
かぎって商業資本の排除とよぶことにする。それ自体として存続すべきはず
の商業資本がいわば外部的な原因によって否定されるものだからである」
(221ページ）。この結果，流通費用はそれだけ余計に膨脹する。これは独占
の腐朽的な側面のあらわれである。
③ 商業資本の存立根拠の制限
氏はかくのようにいわれ，商業資本の排除の理由を分析するまえに，独
占段階においてなお存立の余地のある商業資本にたいする諸制限について 5
点にわたってのべられているので，わたくしも氏の説明の順序にしたがって
要点を整理しよう。第1に，信用制度の発達とくに商業信用の発達は商業資
本の貸付資本的役割を喪失させる。しかし，これは商業資本の役割までもう
ばってしまうものではない。第2に，生産が大規模化し，あるいは生産者の
協同組織による共同販売がおこなわれ，また他方交通機関の発達，大都市の
出硯，消費者協同組合の組織などによって個人的消費の小規模分散性がある
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程度克服されるので，売買は商人のところに集中するまえにすでにそれ自体
として大規模化し，その程度に応じて社会化されている。このように売買が
大規模化し，交換当事者の数が相対的に減少すればするほど商人介在による
取引数の節約率は逓減する。それだけではない。あらゆる部面の企業が大規
模化して規模上の格差がすくなれば，商人の量的調節作用の必要はそれだけ
軽減されるのみならず，企業数が相対的に減少すれば，売手と買手がそれぞ
れ相手をみいだすことの困難さもいちじるしく軽減される。しかし，それに
は限界があり，商業資本による売買の社会化の意義をまったくうばってしま
うものではない。第3に，商品が模準化，単純化されるので，その販売の使
用価値的制限が緩和される。したがって，そのかぎりで販売の使用価値的制
限を産業資本家のためにとりのぞくという商業資本の役割はせばめられる。
しかし，販売の使用価値的制限は私的生産のもとで全面的にとりのぞくこと
ができないので， この部面での商業資本の役割もまた残されている。第4
に，商人の自由な活動が制限され，販売の専門家として腕をふるう余地がす
くなくなっている。その1つに価格上の制限がある。独占資本は独占価格を
設定し，これを商人に強制する。商人はほっするといなとにかかわらず，こ
の価格にしたがったがわざるをえなくなる。その2は，ふたたぴ商品の標準
化，単純化である。これは上記のように商業資本の役割そのものの範囲をせ
ばめるが，そのうえになおその役割をはたす技術的な様式をも制限する。商
品が標準化，単純化されると，豊富な商品を取揃えて消費者の購買を刺激す
ることが困難となる。その 3は広告である。標準化された商品の生産者によ
る広告が商人の活動を制限する。その4は商品の有標化である。有標化され
た商品が商標で売られるようになれば，それだけ販売における商人の活動分
野は狭められる。上記の4つの要因によって，商人の専門家とししての活動
が多少とも制限されることはいなめないが，しかしこれらは商人の技術的な
売買操作にたいする制限であって，商人のところへの売買の集中という商業
資本の社会的役割そのものにふれるものではない。第5に，巨大企業ないし
独占体は自己の組織内部にすくなくとも独立の商人と同等に能率的な販売部
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門を設置することができる。しかし，これは特定の産業資本と特定の商業資
本の関係においていえても，社会全体においていえるものではない。以上に
あげた諸事情が独占段階の商業資本の存立根拠を制限し，それをせばめる役
割をはたしていることはたしかであるが，それにもかかわらず，これらの諸
事情はその存立根拠を根底からくつがえすものではない。
森下氏は叙上のごとくにいわれているが，この箇所についてもまったく異
論をさしはさむ余地はないので，さっそく商業資本の排除の根拠と必然性に
ついての氏の説明をきくことにしよう。
⑧ 商業資本排除の根拠と必然性
まず，氏は「独占資本主義の基本的経済法則は最大限利澗の法則である。
それ故商業資本の排除もこの法則との関連において，この法則の具体的な作
用の形態としてとらえられなければならない」 (228ページ）という基本親点
を呈示され，この観点から下記のように分析をすすめられている。この観点
からまず問題になるのは，商業利潤の奪回ということである。最大限利潤の
獲得の必要にせまられる独占資本は，あらゆる経路をとうしてそれを実硯し
ようとするが， 商業利潤の廃絶， 奪回もその1つである。しかし，「これは
なお商業資本排除の決定的根拠とはいいがたい」 (230ペー ジ）。 そこで，っ
ぎに検討しなければならないのは商業資本の排除による独占利潤の確保とい
うことである。ここにいう独占利潤は独占価格の設定によって獲得される利
潤であって，最大限利潤そのものではないが，その主要内容をなすものであ
る。．ところで， 「独占価格の設定によって独占利潤を現実に獲得するために
は，第一にその価格が市場において維持されているということ，つまりそれ
がそのまま実現されることが必要であり，第二に生産された商品量のすべて
がその価格で実際に販売されることが必要である。この二つの必要を満たす
ために独占資本は商業資本を排除しなければならない」（同上）。もうすこし
ふえんでしよう。第1に，設定した独占価格の維持は商業資本を排除するこ
とによってのみ確保できる。もっとも，一般に商人は商品の生産価格そのも
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のを左右しうるわけではないが，彼自身の販売価格はある程度自由にさだめ
うる。独占商品の取扱いにおいては，非独占商品の場合にくらべて商人の自
由にしうる程度ははるかに制限されているけれども，価格操作の自由がなお
多少とものこされているかぎり，商業資本は本性的行動として同種の独占商
品と非独占商品の価格差をとりのぞこうとするので，独占体の価格統制力は
なお完全なものとはいえない。 このように， 「商業資本が社会的資本の商品
形態であるという事実は，独占価格を維持しようとする独占資本の要求と矛
盾する。しかもこの矛盾は商業資本の本性に根ざすものであるが故に，商業
資本を完全に排除する以外， 独占資本にとってこれを解決する途はない」
(232ページ）。第2に，・独占価格のもとでの市場の維持拡張も商人依存によ
っては確保が困難である。もともと産業資本のために市場を探索し，それを
開発することをも自己の任務としているはずの商業資本が，まさにその市場
の拡張にかんして独占資本にとっての阻害条件となり，それによって排除さ
れるようになるのはなぜかといえば，商業資本の役割ははじめからすぐれて
社会的なものであり，競争における資本の個別的立場とはあいいれないもの
だからである。「市場の確保， 拡張のために，独占資本を駆って商業資本の
排除に向かわせるのはこのような商業資本の社会的性質と独占的市場争奪の
私的性質との矛盾の深化であるということができる。それ故に，この関係に
おいても独占資本は，商業資本を排除してしまわないかぎり，この矛盾を根
本的に解決することができないのである」 (234ページ）。以上のように，独
占利潤の確保という目的にとって商業資本の本来的性格にもとづく行動が相
反するものであるから， 商業資本は排除されることになるのである。 そし
て，これが商業資本の排除の決定的な根拠である。
上述のごとくに森下氏は説明されている。この点にかんするかぎり，わた
くしもまったく同意見である。そして，氏は商業資本の排除が現実化するた
めの条件について考察されるまえに，商業資本の排除の諸形態ならびに商業
資本の排除と社会的流通費用の閲係につい論及されている。わたくしも氏の
説明の順序にしたがって氏の主張を要約的に紹介しながら，それにたいして
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若干のコメントをつけよう。
④ 商業資本排除の諸形態
氏は商業資本の排除の形態についてつぎのよにのぺられている。独占資本
による商業資本の排除はさしあたり独占資本と直接取引関係にある商業段階
からはじまり， やがて商業の最終段階にまでおよぶ。「一つの段階の商業資
本を排除すれば自然つぎの段階と取引関係を持っておなじ関係をくりかえす
ことになるし，独占価格の維持，市場の獲得という目的からすればむしろ末
端段階こそが重要だからである」 (237ペー ジ）。 こうして独占資本が商業資
本を排除すれば，これまで商人に担当せしめていた販売をみずからおこなわ
なければならなくなるが，このさいに採用する販売方法には，工場売り，見
本市や展示会による販売，通信販売，販売員による訪問販売，支店ないしは
事務所がある。上記のいずれの形態においても販売部門は独占資本の内部機
構として組織されており，それは名実ともに独立性をもっていない。だが，
商業資本の排除はこのような完全な形態でおこなわれるとはかぎらない。
「実質的には全く商業資本の自立性を奪いながら，つまり実質的には商業資
本を排除しながら，形式的にはなお別個の企業として残存せしめておく場合
がある」 (238ページ）。独占資本の専属販売代理人たる代理商や直属の販売
会社あるいは共販会社がそれである。これらは実質的な自立性をうしなって
おり，「すでにもとの産業資本に還元してしまっている」（同上）。なお，これ
に関連して注意すべき点は，これらの直属の代理商や販売会社と後述の商業
の代理商化とは区別されなければならないということである。独占段階にお
いてもすべての商業資本が排除されてしまうわけではなく，なおおおくの商
業資本が残存している。だが，残存する商業資本も自由競争段階のそれとい
ちじるしく性質のことなったものとなっており，そのおおくは自立性を制限
され，独占資本への隷属性をふかめている。「このような質的変化の傾向は商
業資本の代理商化とよぶことができるであろうが，代理商化した商業資本と
いえどもその自立性を完全に喪失しているわけではない。名目的にはもちろ
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ん，実質的にはなお商業資本としての自立性をもっている。ただいまではそ
れが極度に制限されているだけである。いくら自立性を制限されてもそれは
なお商業資本であって，すでに全く商業資本でなくなった代理商や直属販売
会社と直接同視してしまっては大きな誤りをおかすことになるであろう」
（同上）。
森下氏はかくのごとくに商業資本の排除の形態についてのべられている
が，この点にかんして若干私見をのべてみたい。みられるように，氏は商業
資本の排除の形態として商業資本の自立性が形式的にも実質的にもまった＜
否定された形態とそれが形式的には残されながら実質的にはまった＜否定さ
れた形態をかんがえておられる。つまり，氏は独占的産業資本の実質的な意
味での直接販売を商業資本の排除という用語で表現されているのである。こ
れにたいして，あとで詳論されるように氏は形式的にはもちろん実質的にも
自立性を完全に否定されずに残存する商業資本にくわえられる産業独占なら
ぴに商業独占や金融資本としての独占資本の一般的な圧力ないし影響力を商
業資本の従属化として，またその一般的従属化の個別的関係におけるあらわ
れを商業資本の系列化として把握され，産業独占の直接販売と区別されてい
る。これらはそれぞれ内容的にことなるものなので，氏がいわれるように同
一視することはもちろん正しくない。それゆえ，それらの区別をちがった用
語をもちいて表記することも必要なことであろう。すでに若干検討したよう
に，産業独占の直接販売としての商業資本の排除は独占段階における商業資
本の量的変化であるのにたいして，商業資本の従属化やその系列化は商業資
本の質的変化であると隠識され，それにしたがって論理構成をされている氏
にあっては，上記のような概念化はいわば当然のことなのであろう。ところ
が，これらのあいだには商業資本の質的変化すなわち独占資本による外部か
らの商業資本の自立性の実質的な制限ないし否定という共通性があり，これ
を基調にして関係をとりむすんでいるという認識にたてば，これらのあいだ
の共通性を反映した概念化がなされなければならないであろう。産業独占の
直接販売においては，商業資本の自立性が名実ともに完全に否定されている
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か，あるいはその自立性は形式的には残されながら実質的には完全に否定さ
れている。これにたいして，独占資本と商業資本の個別的な関係において生
じる商業資本の系列化では， その自立性は形式的には残存しているけれど
も，実質的にはすでに存立の根拠を喪失しているものが大半である。ここで
は，産業独占との対応関係においてはもともと存立の根拠をうしなている商
業資本が主として独占利潤の追求のためは利用され，またかりに若干のもの
にはその根拠が存在しているとしても，それは基本的には制限されている。
このように，産業独占の直接販売と商業資本の系列化には相遮性が若干ある
けれども，商業資本の自立性は実質的に制限ないし否定されており，しかも
その制限ないし否定が基調となっている。だから，両者を統一的に把握する
ために，それらは商業資本の排除の二形態として位置づけられるぺきもので
(3) 
はなかろうか。もうすこしいえば，商業資本の自立性が形式的にはともかく
実質的な意味で制限ないし否定されることを商業資本の排除として包括的に
概念化すれば，社会的な休制的なレベルで現出する商業資本の従属化すなわ
ち独占資本による商業資本の自立性の実質的な意味での一般的制限は，商業
資本の排除の基礎ないしはその部分的排除として把握することもできよう。
独占の影響力の相対的につよい領域で活動する商業資本は自立性にたいして
よりつよい制限をうけることになるのはいうまでもないが，しかしそうでな
い商業資本といえども独占の影蓉力から自由ではありえず，その自立性は実
質的に制約されざるをえない。かくして，商業資本の自立性の制限ないし否
定は産業独占を核とする個別的な価値実現としての直接販売や系列化を軸に
して，その外側に商業資本の一般的従属化を配置しながら傾向的な過程とし
て進行しているということができる。いわば商品流通という水面に独占を中
心としてできた同心円的な波形において，中心にちかづけばちかづくほどそ
の波形が鮮明であるように商業資本の自立性の実質的制限の度合いはよりつ
よくなるのである。
なお，商業資本の自立性の制限ないし否定と商業資本の死減の関連につい
(3)前掲論文， 20~21ページ。
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て一言付記しておけば，商業資本の死減は独占の基礎としての生産と資本の
集積集中による商品流通そのものの消滅にもとづくところの商業資本の存立
の自生的な消減であり，商品流通そのものの残存を前提とした外生的な自立
性の制限ないし否定である商業資本の排除とは質的に区別されなければなら
ない。だが，商業資本の死減と商業資本の排除は原因においてはちがいがあ
るけれども，いずれもその結果においては実質的な意味での商業資本の収縮
であり，生産の社会化に対応する流通の社会化の進展という側面をももって
いる。
この点にかんするわたくしの若干のコメントはこれくらいにして，森下氏
の論述の展開のあとをたどることにしよう。氏はつづけて商業資本の排除す
なわち産業独占の直接販売と社会的流通費用の関係についてのべられてい
る。例によって，その説明の要点の紹介からとりかかろう。
⑥ 商業資本の排除と社会的流通費用
森下氏いわく。前述のように独占段階においても商業資本の自立化の根拠
はよわまることはあってもなくならないので，商業資本の排除は社会的に流
通費用を増大せしめる。商業資本の自立化の根拠が売賀の集中によるその社
会化を基礎として，売買操作の集中，流通資本の共同利用，分業による専門
化の利益などにあった以上，商業資本の自立化の否定による流通費用の膨脹
はその逆のかたちであらわれる。「つまり商業資本の排除によって売買の分
散個別化，売買操作の細分重複，流通資本の分裂個別利用，社会的分業の個
別的分業への転化，がもたらされ，それが費用膨脹を招く原因となるであろ
う」 (242ペー ジ）。 ただし， このうち流通資本の分裂個別利用は信用のおか
げでさけることができるし，社会的分業が個別的分業に転化されても，管理
技術が発達していれば，それ自体としては費用増大をもたらすものとはいえ
ない。のこるところは売買の個別化と売買操作の重複であるが，なかでも売
買操作の重複はもっとも端的に具体的なかたちであらわれる。だが，この売
買操作が産業資本にひきあげられても，それをふたたびそれぞれ専門の売買
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操作資本に集中的にゆだねることもできる。だから，流通経路の重複も一見
してかんがえるほどおおきな費用膨脹をもたらすものとはいえない。「商業
資本の排除による技術的操作の重複にもとづく費用増大はこれを無視するこ
とはもちろんできないが，さればといってこれを過大評価してもならない。
その過大評価は商業の技術主義的な理解に通ずるのである。その意味で商業
資本の排除による売買の個別性の復活という点をこそ重要視しなければなら
ない」 (243ページ）。商業資本の排除によって商品資本が個別化し，商品販
売の困難が増大すると，流通費用は増大化する。なおそのうえ，独占段階で
は生産と消費の矛盾の深化にもとづく流通費用の膨脹がくわわる。
森下氏は上記のように，商業資本の排除によって社会的流通費用の増大が
惹起される関係について分析されているが，この点にかんする氏の主張には
基本的に同意できる。だが，ここに関説して氏がコメントされているヒルフ
ァディング批判には若干納得できないところがある。氏はヒルファディング
の主張を念頭において， 「商業資本の排除と社会的流通費用の関係はきわめ
て複雑であるが，しかし，商業資本の排除はそのまま社会的流通費用の節約
をもたらす，といえないことだけは確かなようである」 (239ページ）といわ
れている。このような氏のヒルファディング批判は基本的には正しいもので
あるが，しかしかならずしも十分なものであるとはおもわれない。けだし，
ヒルファディングは商業資本の自生的消減と商業資本の排除を概念的に区別
せず，前者による流通費用の縮減の側面のみに注目し，後者による流通費用
の増大という逆の側面を看過しているが，批判されるべき点は後者の側面を
(4) 
看過していることにあるからである。
⑥ 商業資本の排除の条件
ところで，森下氏は上述のように商業資本の排除による社会的流通費用の
増大を説明され，準備万端ととのえられていよいよ商業資本の排除の条件に
ついての分析にたちむかわれ，下記のごとくにのぺられている。増大した社
(4)加藤義忠「商業資本の排除の原理」同上誌．第21巻第1号． 36~38ペー ジ。
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会的流通費用は，自由競争段階では一般的利潤率の低下を媒介として各個別
資本が分担したが， 独占段階では事情がことなっている。「結論的にいえば
ここでは独占資本が商業資本を排除することによって生じた流通費用の社会
的増大は，一定の限度内では当該独占資本によってすこしも負担されないの
である」 (246ページ）。独占によって競争が制限されているところでは，販
売価格は生産価格によらない。もちろん，社会的資本のおおきさがあたえら
れており， それによって生産される剰余価値もまたさだまっているとすれ
ば，利潤率の平均あるいは利潤の乎均はかんがえられる。だが，独占が存在
する結果，実際の利潤率はこの利潤率の平均に一致することなく，平均利潤
なるものは現実には存在しない。しかし，かりに費用価格に利潤の平均をつ
けくわえたものを生産価格とよべば，独占資本はその独占的地位にまもられ
て生産価格を上回る独占価格を設定し，それによって利潤の平均をこえる独
占利潤を取得することができる。このことは，商品が全体として価値どうり
に販売されているとすれば，他方において非独占資本が平均にたっしない利
潤をもって生産価格以下の価格で販売していることを意味する。これは原則
であるが，独占価格の生産価格をこえる部分のすべてが他の商品生産者の利
潤から移譲されない場合も実際にはある。その場合，商品は全体として価値
以上で販売されることになり，独占価格は非独占生産者や消費者からの収奪
によってささえられている。このように，独占価格が成立しているところで
は一般的利潤率がなおかんがえられるとして，それは自由競争下のそれとは
まったく異質なものとなっている。実際にあるのは一般的利潤率以上の独占
利潤率とそれ以下の非独占利潤率とであって，それ以上に両者は平均化しな
ぃ。では，このような状況下で商業資本の排除によって発生した追加流通費
用の分担関係はどうなるのかといえば，それをすべての資本にわりあてるよ
うな一般的利潤率が成立していないのであるから，それは当然当該独占資本
によって全部負担されるようにみえるが， しかし実際にはまった＜逆であ
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る。独占資本はさしあたり増大した流通費用を負担するけれども，結局はみ
ずから実質的に負担せず，これを他に転嫁してしまう。もちろん，この部分
は独占価格の構成部分となるが，しかしそれは独占価格のうちの生産価格に
相当する部分にはいりこんで平均利潤に相当する部分からの控除をなすので
はない。流通費用は生産価格の外部に，それをこえる部分としてつけくわえ
られるのである。独占価格のうちの生産価格をこえる部分から独占価格維持
に要する諸費用が控除された残額が独占利潤となるのであるが，商業資本の
排除による追加流通費用も当然そのような控除すなわち中小生産者あるいは
消費者から移譲された価値からの控除の一部をなす。つまり，この流通費用
は実質的には独占資本の負担とはならずに，中小生産者や中小商人や消費者
などに転嫁されるのである。「結局商業資本を排除することによって， 社会
的な流通費用が増大するとしても，独占資本は自らこれを負担する必要がな
いのであるから，全く痛痒を感じない。逆にいえば商業資本によってなお多
少とも社会的流通費用が節約されているとしても，そんなことは独占資本に
とっては全くどうでもよいことである。彼にとって重要なことは独占価格の
維持と市場の維持拡張であって，商業資本がそれにとって阻碍条件をなすな
らば，それを排除することに最早何等の躊躇もないのである」 (249ペー ジ）。
とはいえ，独占価格といえども独占資本のまった＜任意にさだめうるもので
はなく，みずから一定の限界がある。絶対的には中小生産者や消費者にたい
する収奪可能の程度に，相対的にはなお残存する競争の程度にそれはかかっ
ている。もし，商業資本の排除による流通費用の増大が独占価格の生産価格
をこえる部分でつぐないえないとすれば，独占資本はそれをこえてまで商業
資本を排除しようとはけっしてしないであろう。それは商業資本の排除の限
界である。だが，この限界にいたるまでに，独占価格の生産価格をこえる部．
分と追加流通費用の差額をいっそう大ならしめるようななんらかの手段があ
れば，その手段をとりうる点でまた商業資本の排除はとまるであろう。その
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ような手段としてかんがえるのが商業資本の系列化である。しかし，それは
次章の課題である。
氏はこのようにいわれて第7章をしめくくられ，第8章商業資本の質的変
化の考察へと論をすすめられている。商業資本の排除の条件にかんする氏の
説明にはまったく疑義はないので，ただちにわたくしも氏の叙述のつづきを
紹介しつつ，それに若千のコメントをつけることにしよう。
